
食料自給率３割以下の日本

　国連は持続可能な開発目標
（SDGs）の１で「貧困」を終わ
らせ、その目標２で「飢餓を終わ
らせ、食料安全保障及び栄養改善
を実現し、持続可能な農業を促進
する」としている。そして、その
基盤の上で、目標３（保健）と目
標４（教育）の役割が続く。これ
で人間の基本的な安全保障が確保
されることを明示しているのであ
る。
　目標３は「あらゆる年齢のすべ
ての人々の健康的な生活を確保し、
福祉を促進する」とし、目標４で
は「すべての人々に包摂的かつ公
正で質の高い教育を提供し、生涯
学習を促進する」とある。つまり、
人間の生存にとって、食料安全保
障と教育がいかに大切かを訴えて
いるのである。そこで、今回は食
料問題を中心に世界の動向を追っ
てみたい。
　まず初めに、二宮書店発行の
「データブック オブ・ザ・ワー
ルド 2023」で、先進国を中心に

食料の“自給率”を2018年の穀
類ベースで見ると次のような状況
になる。
　（１）オーストラリア239％
（以下％略）、（２）カナダ
197、（３）フランス176、
（４）アメリカ128、（５）スウ
ェーデン102、（６）ドイツ
101、（７）イギリス87、（８）
スペイン71、（９）イタリア
63、（10）スイス45、（11）日
本28。
　まず、日本の食料自給率が３割
にも達していないことがわかる。
食料を巡る日本の安全保障が、い
かに最悪の状態かが明白になって
くる。これから日本は食の安全保
障をどこまで担保できるのか、将
来への食料安全保障が大いに懸念
される。その他でも、魚介類でも
日本はオランダ、カナダ、スウェ
ーデン、英国／米国、スペインに
次いで６番目である。それを漁獲
量で見ると、（１）中国、（２）
インドネシア、（３）ペルー、
（４）インド、（５）ロシア、
（６）米国、（７）ベトナム、

（８）日本という順序になる。こ
れは海洋大国、漁業大国日本のイ
メージとは掛け離れた状況にある
と言える。
　つまり、日本は人間が生きてい
く基本的な条件において、最悪の
状況にあることをどこまで自覚し、
将来へ向けてどう対応しようとし
ているのか、軍事的な防衛力のみ
ならず、より基本的な“食の安全
保障”にどこまで対処しているの
か、不安が深まる。こうしたその
日暮らしの状況は、貧困に苦しむ
開発途上国のその日暮らしと本質
的に同類ではなかろうか。日本が
“食の安全保障”で、これほど無
防備な状態だとは驚嘆するのみで
ある。

途上国の食の安全保障

　それでは次に、世界に目を向け
ながら、特に途上国の食の安全保
障について触れてみたい。なにし
ろ、その人口規模が大きいだけに、
“食の安全保障”が最大の問題に
なっている。2021年ベースで見
ると、途上国人口が約66億3,300

万人（先進国は12億7,600万人）、
先進国の約５倍以上の規模である
から、“食の安全保障”が最大の
問題であると同時に、最大の難問
でもある。
　「コメ（米）」の生産規模を見
ると、2020年ベースでその生産
比率はアジアの89.4％に対して、
貧困度の高いアフリカは５％に過
ぎず、「小麦」の場合はアジア
45.7％に対してアフリカは3.3％
で、ヨーロッパの33.5％、北米
の11.6％より生産量が驚嘆する
ほど少ない。
　ところが、「アワ」「トウモロ
コシ」の場合は、アフリカ46.3
％で、アジア28％、北米16.4％、
南米6.6％より優位に立っている。
　日本の政府開発援助（ODA）
では、国際協力機構（JICA）が
中心になって、包括的なアフリカ
農業開発プログラムを展開してい
る。JICAによると、サハラ以南
のアフリカ地域人口の60％以上
は、小規模農家で、肥料、種子、
貯蔵や灌漑設備が不十分で、必要
とする食料生産量を満たしていな
い状況だと言う。そのため、
JICAでは「アフリカ稲作振興の
ための共同体（CARD）」を提
唱し、その下でコメの生産拡大を
目指し、市場志向型農業の振興
（SHEP）に取り組んでいる。
　まず、第１フェーズではコメの
生産量を2008年からの10年間で、
1,400万トンから2,800万トンへ
と目標通りに達成している。第２
フェーズでは2030年までに生産
倍増を唱えて5,600万トンを目指
している。こうした協力がアフリ

カの稲作を飛躍させるものと見ら
れているが、そうした中で、現在
の５％程度の生産量を倍増させ、
将来大きく発展する土台をつくっ
ていくものと見られている。

命綱の換金作物

　一方、稲作以外の分野に目を向
けると、生活を助けるものとして、
雑穀と言われる「アワ」や「トウ
モロコシ」がある。これらはアフ
リカの庶民にとっては主食である。
その生産量はアフリカが46.3％
で、アジア28％、北米16.4％、
南米6.6％を大きく引き離してい
る。さらに、「キャッサバ」の生
産量も、アフリカが64％で、ア
ジアの27％、南米の8.3％と、そ
のギャップは大きい。とにかく、
「アワ」「トウモロコシ」「キャ
ッサバ」などは現在、アフリカの
庶民生活にとって大切な食料源と
なっている。
　他方、途上国には食料以外で、
生活を支える換金作物がある。次
にそれを紹介してみたい。たとえ
ば、「ナツメヤシ」はアジア
56.3％、アフリカ42.7％の生産
シェアを占めている。「バナナ」
はアジア54％、アフリカ17.7％、
南米15.8％。「カカオ豆」はア
フリカ68.4％、アジア13.5％、
南米14.7％、北米2.6％。「コー
ヒー豆」は南米46.8％、アジア
30.6％、アフリカ12.1％、北米
10.2％。「サトウキビ」はアジ
ア62.6％、アフリカ32.2％。
　多くの途上国では、時に換金作
物が食料生産を阻害することもあ
るが、アフリカなどでは外国資本

の進出で、
小作農家を
圧迫するケ
ースもあり、
その国の農
業の発展に
悪い影響を
与えること
もあると言われている。
　以上、いろいろな角度から世界
の食料事情を見てきたが、食料の
自給率向上は国家の安全保障にも
深く関わっており、多くの途上国
にとって悩み尽きない問題でもあ
る。
　かつて日本では、総合商社を中
心にトウモロコシ、大豆などの
「開発輸入」事業として、東南ア
ジアや中南米に進出した時代があ
ったが、最終的には撤退を余儀な
くされている。
　工業部門に比べ、農業部門の海
外進出は人智の及ばない自然環境
に左右されるため、事業としての
成功率は極めて低いと言われてい
る。
　一口に自給率の向上と言っても、
資本力は言うまでもなく、技術力、
生産制度などが大きく遅れている
アフリカをはじめとする多くの途
上国にとって、至難の課題だと言
える。
　国連がSDGsの第２目標（飢餓
への対応）として食料安全保障を
掲げたのも、農業部門の難しさが、
その背景に潜んでいるからであろ
う。だから、食料安全保障を担う
国際協力ほど難しい協力はない。
しかし、挑戦に値する国際協力で
はなかろうか。
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事ができないわけではない。農村
では、農民組織を支援することが
多い。ある国のマンゴー農家支援
では、千人規模の女性が集まる協
同組合を通じて支援した。そこで
は収穫したマンゴーの30～40%
が腐っていた。そこで機械を提供
し、マンゴーの乾燥と包装を支援
して欧州に輸出できるようにした。
　小規模農家にとって主な資産は、
肥沃な土地と自然環境だ。彼らは
家畜を飼い、有機肥料を作り、農
産物の栽培に使って畜産と農業を
統合してきた。何世紀にもわたっ
て行ってきた彼らの営みから、私
たちも大いに学ぶことができる。

民間との連携を重視

　ただ、これらの支援については
ODAだけで十分ではない。
IFADでは、民間部門からの直接
投資を活用する官民連携を数年前
から始め、IFADの事業の９割以
上は民間部門と何らかの連携があ
る。ただ、低所得国であるため、
どの分野も私企業が参入できるわ
けでない。投資リスクを軽減する
ため、現地の農業開発銀行などか
ら小規模農家への追加融資も導入
し、支援を確実にしている。
　民間部門による小規模農家の活
動支援には、多様な可能性がある。
そのエントリーポイントは、やは
りテクノロジーだろう。これはイ
ンドネシアの例だが、農民の若者
の１人が農地の水管理についてア
プリを開発し、他の農民の若者た
ちがそれを利用していた。若者が
農村でビジネスを起こして収入を

得ているのを見て、若者たちの関
心が高まっていた。
　私たちは女性にも大きな焦点を
当てている。女性が収入を得て、
資金や土地へのアクセスが可能に
なると、多くの子どもたちに良い
影響がある。はるかに栄養価の高
い食べ物を手に入れることができ
るし、実際に学校に通えるように
なる。女性の支援は、男女平等の
ためだけでなく、家族やコミュニ
ティに良い影響があるからこそ、
私たちは女性の土地へのアクセス
を促進している。
　ただ、農村の女性は必ずしもき
ちんと収入が得られているとは限
らない。農村の女性は土地の財産
権を持っていない人が多く、資金
へのアクセスに多くの課題がある。
このため、私たちは食料や貧困問
題だけでなく、農村コミュニティ
変革にも取り組んでおり、それが
非常に重要だ。女性と若者は農村
コミュニティの大きな構成要素で
ある。だからこそ、女性や若者か
ら支援を始めることが重要だ。

グローバル・サウスの不満にも配慮

―ところで、グローバル・サウスの

国々の動向についてどう思いますか。

今年のG7議長国・日本も含め、先進

国はこれらの国々との対話が課題にな

っています。

　非常に良い質問だ。IFADは
178カ国が参加する機関であり、
世界のあらゆる地域の低所得国、
途上国の開発に努めてきた。しか
し、今、彼らの不満が高まってい
る。特に1,000億ドルの気候ファ

イナンス（2020年までに先進国
が公約していた地球温暖化対策の
資金協力が未達成になった問題）
について、彼らは以前にも増して
不信感の声を上げている。グロー
バル・ノースの全ての主張に対す
る不信感を生み出してしまった。
私はアフリカだけでなく、中南米
でも国家元首や指導者と会うこと
が多いので、G７の主な国にもこ
のことを伝えた。６月には気候フ
ァイナンスについて、パリでマク
ロン首相やバルバドスのミア・モ
トリー首相らに会う予定だ。
　私たちのような国際機関にとっ
て、全ての国々の声をまとめるこ
とが非常に重要だ。私たちの活動
と政策がドナー国だけでなく、被
援助国のニーズを考慮に入れ、グ
ローバル・サウスのニーズに対応
していることを確認している。
　日本政府もこれについて力を入
れて来た。インドで開催予定の
G20が適切なメッセージを発し、
グローバル・サウスとの橋渡しを
する上で非常に重要なイベントに
なると思う。またG7でも、G20
でも食料安全保障と食料システム
の強化が議題から落ちないよう働
きかけている。私たちにとって食
料安保と小規模農家の支援が引き
続き、トップアジェンダであるこ
とが非常に重要だ。

注：「農場から食卓へ（F2F）」戦略は
2020年にEUが打ち出した「欧州グリー
ン・ディール」の一環として位置づけら
れる農業戦略。「2030年までに全農地の
25％を有機農業とする」目標も含め、生
産から消費までの食料システムを公正で
健康的で環境に配慮したものにする。

包括性強調する“食料システム

―世界では今、食料安全保障が大き

な課題です。2021年には国連食料シ

ステムサミットもありました。食料シ

ステムの概念も含め、教えてください。

　食料システムは食料の生産だけ
でなく、どのように配布され、保
管され、消費されるかという全シ
ステムに関わるものだ。農家の食
品生産に伴い、食卓に届くまでの
間、バリューチェーンが広がり、
多くの仕事が創出されている。道
路などインフラにも関わっている。
食品廃棄物の削減も重要だ。私た
ちはこうしたシステム全体に注意
を払っている。
　欧州連合（EU）も最近、「農
場から食卓へ（Farm to Fork＝F
２F）」（注）という新しい戦略を発
表した。食料生産だけでなく、そ
の他の過程の持続可能性にも焦点
を当てている。世界中でこうした
考え方がゆっくりと勢いを増して

いる。
　政府開発援助（ODA）では、
多くの場合、生産部門ばかりに焦
点が当てられるが、農業には他の
多くの要素がある。農村の仕事は
農場だけでなく、農場外でも生み
出されている。また、食品の周り
には生態系があり、テクノロジー
と生産だけでなく、食品バリュー
チェーン全体の全てに焦点を当て
る必要がある。
　IFAD自体、世界の食料危機に
対応して1977年に設立されたが、
食品価格が高騰する事態が起きた
時だけ、これらの問題に注意が向
けられがちである。特に先進国や
メディアが注目するのは、そのよ
うな時だ。しかし、実際には多く
の途上国、特に低所得国では、食
料の生産、流通、貯蔵に関する仕
事の多くが、また貧困の多くが農
村地域に集中している。世界では
約30億人の人々が栄養価の高い
食事をしていない。全人口の

40%以上にあたる。
　IFADは、途上国の農村やコミ
ュニティ、特に女性や若者を支援
する機関だ。主に小規模農家との
協力を重視し、大きな支援をして
きた。小規模農家はアジア、アフ
リカで食料の80％を生産してい
る重要なパートナーだ。食べ物を
作っている彼らが、空腹になって
はならない。
　私たちが重視しているのは、
「最後の10マイル」の取り組み
だ。貧困が深刻な場所では、他の
多くの国際開発銀行がより大きな
道路建設や貯蔵庫などインフラ整
備に取り組んでいる。これに対し、
IFADとしては、その最前線にい
る小規模農家に雇用を創出するこ
とが非常に重要だと考えている。
　小規模農業は汚染が少なく、環
境への影響は大規模農場よりはる
かに少なく、より持続可能だと言
える。また、小規模農家と言って
も、大勢が一緒になって大きな仕
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